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平成 1 7 年 2 月 2 日 ( 水 ) 

1 5 時 3 0 分～ 1 8 時 0 0 分 

専用第 15 会議室惇生労勤 省 7 階 
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資料 1  平成 1 7 年度予算案関係資料 

資料 2  規制改革・民間開放の 推進に関する 第 1 次答申関係資料 

資料 3  医療提供体制の 改革に関する 主な論点整理業 

資料 4  委員から文書で 提出された御意見 

資料 5  「医療提供体制改革の 論点 案 」に係る意見募集について 

( 参考資料 ) 

参考資料 医療機関等における 個人情報の保護について ( 関係資料 ) 



資料Ⅱ 

乗 成平 7] 年 度 千 算 料 関 保 賀 

0  平成 1 7 年度予算 ( 案 ) の概要 ( 厚生労働省 医 政局 ) 

O
 

三位一体改革に 係る政府・与党合意の 概要 ( 厚生労働省所管 分 ) 



平成 1 7 年度予算 ( 案 ) の概要 
( 厚生労働省 医 政局 ) 

平成 1 7 年度予 定 額 2 0 9 8 億 0 千 6 百万円 平成 l G 年度予 算 額 2 1 6 9 億 1 千 8 百万円 

寿 司 増 ム 減 額 ム 7 1 億 ] 千 1 百万円 

. 対前年度 伸率 9 6. 7 % 

( 注 ) 上記計数には、 「 夫 厚生労働科学研究費補助金 1 3 2 億 5 千Ⅰ百万円 ( 平成 1 6 年 度 1 2 9 億 5 千 3 百万円 ) 」及び「 女 独立行政法人医薬基盤研究所運営費交付金 9 O 

億 2 千 2 百万円 ( 平成 1 6 年度 9 0 億 7 千 ] 百万円 ) 」は含まない。 

三位一体の改革について 

] . 税源移譲対象事項の 概要 

2. 交付金化・統合補助金化の 概要 ( 平成 1 8 年度実施 ) 

主 要 施 策 

1 . 医療安全対策の 総合的推進 

2. 救急医療体制の 充実 

3. 地域における 医師確保対策の 推進 

4. 臨床研修必修化の 推進 

5. 人材の確保と 資質の向上 

6. 医療の l T 化の着実な推進 

7, 医薬品・医療機器産業の 国際競争力の 強化 

8. その他 

9. 健康フロンティア 戦略の推進 ( 再掲 ) 
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主要施策 

1 .  百万円医療安全対 策の総合的推進 ] , 1 1 9 百万 H (9 34 ] ,  1 1 9 百万 H  (9 3 4 百万円 ) 

医療事故を未然に 防止し、 医療の安全を 確保するため、 「厚生労働大臣 

医療事故対策緊急アピール」を 踏まえた医療安全対策を 推進 

0  診療行為に関連した 死亡の調査分析モデル 事業 1 0 2 百万円 

医療の質と安全性を 高めるため、 医療機関から 診療行為に関連した 死亡等の調査依頼を 

受け付け、 法医学者・病理学者合同で 解剖を実施するとともに、 専門医による 事案調査も 

実施し、 それらの結果に 基づき、 因果関係及び 再発防止策を 総合的に検討するモデル 事業 

を 実施する。 

0  ハイリスク施設・ 部署の安全ガイドライン 尊人 6 百万円 

医療事故やヒヤリハット 事例が多発しやすい 集中治療室について 具体的な「医療安全管 

理指針」を策定するため、 集中治療室の 安全ガイドライン 作成に関する 検討会を開催する。 

0  手術室における 透明性の向上 

内視鏡手術の 急速な 普 及 と 患者死亡事故が 相次いでいる 状況に鑑み、 医師の技術向上を 

図る必要があ ることから、 トレーニンバや 研修を行うための 内視鏡訓練施設の 施設・設備 

整備を行 う 。 ( 医療施設等施設整備・ 設備整備費の 補助対象に追加 ) 

0  周産期医療施設のオープン 病院化モデル 事業 2 7 百万円 

医療訴訟率の 高い産科におけるオープンシステムを 構築するため、 ハイリスク分娩など 

を受け入れることが 可能な産科オープン 病院を中心とした 周産期医療のモデル 事業を実施 

する。 

0  医療における 安全確保体制の 構築 5 9 0 百万円 

医療の安全に 係る基礎情報の 収集と提供、 個別領域の具体的な 医療安全方策、 医療の安 

金性の評価方法の 開発、 医療事故発生後の 対応などの調査研究を 行 う 。 

( 夫 厚生労働科学研究費補助金 ) 

2. 救急医療体制の 充実 l 1 , 2 0 5 百万円 (1 3, 9 5 2 百万円 ) 

  小児救急医療をはじめとする 救急医療体制の 充実を促進 

  (1) 小児救急、 医療体制の充実 82 百万円   

従来二次医療 圏 単位で行われていた 小児救急医師を 確保するための 協議会を都道府県単 

位に拡大し、 離 ・退職小児科医師の 発掘、 医師の再教育を 行 う ことにより、 小児救急医療 

等に対応する 医師の確保を 行 う 。 

  3  - 



(2) 国民の救命参加で「時間の 壁」に立ち向かうための 自動体外文 除細動器 (A E D) 

の昔 及 啓発 1 6 9 百万円 

非医療従事者に 対する A 三 D の普及を図り 救命率の向上に 資するため、 ( 財 ) 日本救急 

医療財団に A 三 D の普及・啓発委員会を 設置し、 普及啓発等を 図る。 

また、 各都道府県に 協議会を設置し、 非医療従事者による A 三 D を m いた積極的な 救命 

活動が行われるよ う 講習の実施や 啓発を図る。 

l  (3) 災害派遣医療チーム (DMAT) ティーマソ ト 研修事業 33 百万円 l 

独立行政法人国立病院機構災害医療センタ 一において、 救命救急センター 及び災害拠点 

病院に整備された 災害発生時に 迅速な派遣が 可能な DMAT の研修を実施する。 

l (4) 救命救急センタ 一の整備 6, 105 百万円   

重篤救急患者の 受け入れ体制の 充実を図るため、 引き続き救命救急センタ 一の充実を図 

る 。 

l (5) 自然災害や非自然災害の 際の有効な対応システムに 関する研究 54 百万円 l 

救急医療体制及び 災害時における 迅速かつ有効な 医療提供体制整備の 推進に関する 研究 

を推進する。 ( 夫 厚生労働科学研究費補助金 ) 

3.                                              2, 5 5 1 百万円 (2, 5 4 2 百万円 ) 

へき地を含む 地域における 医師の確保とともに、 地域医療へ従事するた 

めの支援を総合的に 推進 

I (1) へき地医療情報センター ( 仮称 ) の設置 21 百万円 l 

へき地医療情報センター ( 仮称 ) を ( 財 ) 地域医療振興協会に 設置し、 へき地医療や 離 

島 医療に役立っ 情報等を提供するとともに、 全国的な医師等の 派遣調整や求人・ 求職のた 

めの斡旋等を 実施する。 

  (2) へき地・離島診療支援システムの 整備   

へき地、 離島に勤務する 医師のための 診療支援として、 症例検討会やテレビ 会議等に必 

要 な画像電送・ 受信システム、 テレビ会議システム 等を整備する。 ( 医療施設等設備整備 

費の補助対象に 追加 ) 
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『 (3) 定年等で退職した 医師に対する 再教育の実施 8 百万円   

へき地、 離島など地域医療に 従事する医師を 確保するため、 医療機関を退職した 医師に 

対し、 再就業のための 再教育を行 う 。 

l (4) へき地保健医療対策の 推進 2, 523 百万円 l 

第 9 次へき地保健医療計画に 沿って、 無医地区等の 医療の確保を 引き続き推進する。 

4. 臨床研修必修化の 推進 1 9, 9 8 1 百万円 (1 8, 8 2 4 百万円 

臨床研修必修化によって、 すべての医師・ 歯科医師が人格を 酒養し 、 プ 

ライマ リ ・ケアの基本的な 診療能力を身に 付けるとともに、 臨床研修に専 

令 することができる 環境整備を推進 

l い ) 医師臨床研修の 推進   8, ] 92 百万円 l 

平成 1 6 年度より必修化された 医師臨床研修について、 引き続き、 適切な指導体制の 下 

での研修を実施するため、 研修を行 う 病院に対し必要な 支援を行う。 

l (2) 歯科医師臨床研修の 推進 1,  1 39 百万円   

平成 1 8 年度の歯科医師臨床研修必修化に 向け、 マッチンバシステムの 構築等必要な 整 

備を進める。 

5. 人材の確保と 資質の向上 1 3. 9 2 7 百万円 (1 4. 2 9 7 百万円 ) 

医療技術の進歩による 医療の高度化、 専門分化等に 適切に対応できるよ 

ラ 医療従事者の 資質の向上を 図り、 医療の向上に 資するための 施策を推進 

l (1) 質の高い看護の 提供   ], 255 百万円 l 

0  訪問看護推進事業の 拡充 7 8 2 百万円 

AL S 等人工呼吸器を 装着しながら 在宅で療養している 患者等への訪問看護の 充実に向 

けたモデル事業の 実施、 がん末期等の 在宅ホスピスケアの 推進など訪問看護の 推進を図る 

事業の実施に 対する支援に 加え、 新たに訪問看護ステーションに 患者が通所 し 、 集中的に 

効率的な看護の 提供を受ける「通所看護」機能などの 訪問看護ステーションの 多機能化に 

向けた検討を 行うなど、 訪問看護の充実を 図る。 
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0  新人助産双に 対する医療安全推進モデル 研修事業の創設 7 8 百万円 

医療安全の確保に 向け新人助産双に 対し、 十分な教育体制 ( 専任の指導者等 ) と研修プ 

ログラムに基づき 研修を実施する 医療安全推進モデル 研修事業を行 う 。 

0  看護職員の需給に 関する検討会 1 0 1 百万円 

各都道府県による 看護職員の需要及び 供給の状況把握、 分析等の検討等を 行い、 今後の 

看護職員の需給見通しを 策定する。 

0  看護基礎教育のカリキュラム 等改正に係る 検討会の設置   8 百万円 

看護教育の充実及び 資質の向上を 図るため、 看護基礎教育のカリキュラム 等改正につい 

ての検討会を 設置する。 

0  医師との十分な 連携に基づく 看護師の活動の 推進 3 5 百万円 

医師との十分な 連携に基づく 看護師の活動の 推進、 看護職員に対する 専門的な研修の 推 

進など、 効果的な看護システムの 開発等に関する 総合的な研究を 行 う 。 ( 夫 厚生労働科学 

研究費補助金 ) 

I (2) 免許登録の効率化の 促進 34 百万円 l 

免許登録業務を 円滑かつ効率的に 行うため、 医師の籍簿の 電子化による 保管・管理を 引 

き 続き行う。 

6. 医療の l 丁化の着実な 推進 ] , 0 4 2 百万円 (1 , 0 3 5 百万円 ) 

医療に関する 情報を提供し、 患者の選択を 尊重した医療の 実現を図ると 

ともに、 医療分野における 情報 ィヒ を推進 

  い ) 根拠に基づく 医療 (EBM) の推進 265 百万円   

根拠に基づく 医療 (E BM) が実践できるよラインターネ、 ット 等を活用し、 最新で質の 

高 い 医療情報を医療関係者や 国民に提供する。 ( ナ 厚生労働科学研究費補助金 ) 

l (2) 電子カルテシステムの 普及 230 百万円 l 

電子カルテシステムの 普及を図るため、 地域の中心的役割を 果たしている 医療機関に 

We b 型電子カルテシステムを 導入し、 セキュリティを 確保したインターネ、 ット を介して、 

周辺の連携医療機関が 電子カルテソフトの 活用を図るネットワークを 構築するための 事業 

を行 う 。 

また、 独立行政法人福祉医療機構により、 電子カルテ等診療情報提供システムの 導入の 

ための融資を 実施する。 
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7. 医薬品・医療機器産業の 国際競争力の 強化 
2 0. 2 4 0 百万 H (2 0, 0 6 5 百万円 ) 

国際的に魅力のあ る創薬環境の 実現 & ぴ 医薬品・医療機器産業ビジョン 

の実現に向けた 取り組みの推進 

  い ) 治験推進体制の 充実 ], 082 百万円   

国内における 治験の空洞化を 防ぎ、 大規模治験ネットワークを 基盤とした医師主導の 治 

験を促進するために 必要な治験インフラの 充実 & び 医師主導の治験のモデル 事業を実施す 

る。 

( 夫 厚生労働科学研究費補助金 ) 

  (2) ナノメディシン 関連研究の推進 1, 347 百万円   

ナノテクノロジーを 応用し、 より精密な画像診断技術や 生体適合性の 高い新素材、 より 

有効性・安全性の 高い医療機器・ 医薬品の研究開発等を 推進する。 

( 夫 厚生労働科学研究費補助金 ) 

l (3) ファー マコゲ ノミクス関連研究の 推進 550 百万円 l 

ヒトゲノム研究の 成果を踏まえ、 個人差を踏まえた 医薬品の効果及び 副作用を事双に 予 

測するシステムを 開発し、 個人の特性に 応じた最適な 処方を可能とする 研究を推進する。 

( ナ 厚生労働科学研究費補助金 ) 

  (4) 身体機能の解析・ 補助・代替のための 機器開発の推進 1, 008 百万円   

バイオテクノロジー、 l T 等の先端的要素技術を 効率的に組み 合わせ、 生体機能を立体 

的・総合的に 解析し、 補助・代替する 機能を持っ 、 新しい医療機器の 開発を推進する。 

( 夫 厚生労働科学研究費補助金 ) 

I (5) 小児疾患臨床研究の 推進 31 4 百万円 l 

小児への適応が 未確立な医薬品について、 安全性・有効性の 確認、 用法・ m 量の検討   

確立等を行い、 小児分野の標準的医療技術の 確立及び医薬品の 適正使用を推進する。 

( 夫 厚生労働科学研究費補助金 ) 

(6) 独立行政法人医薬基盤研究所設立による 画期的な医薬品等の 開発の推進 

9 , 0 2 2 百万円 

平成 1 7 年 4 月に設立される 独立行政法人医薬基盤研究所において 実施する、 画期的な 

医薬品等の開発にっながる 可能性の高 い 基礎的研究及び、 患者数が少なく 重篤な疾病の 治 

療 に必要な医薬品等の 研究開発を推進する。 

( 女 独立行政法人医薬基盤研究所運営費交付金 ) 
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8. その他 

l 1) 歯科保健医療対策の 推進 658 百万円 l 

歯科保健医療の 向上に向けて、 8 0 2 0 運動を引き続き 推進する。 

(2) 国立高度専門医療センター 及び独立行政法人国立病院機構における 政策医療等の 実施 

1 0 2 , 6 0 6 百万円 

全国的 6 政策医療ネットワークを 活用し、 がん、 循環器病等に 関する高度先駆的医療、 

臨床研究、 教育研修及び 情報発信を推進する。 

0  臨床開発センター ( 仮称 ) の設置 3 9 1 百万円 

研究開発された 新薬、 診断・治療法等の 臨床応 m を迅速かっ適切に 行 う ため、 国立がん 

センター 夷 病院に臨床開発センター ( 仮称 ) を設置する。 

0  健康支援情報の 提供 1 7 9 百万円 

国立成育医療センタ 一において女性特有のからだ や こころの病気等に 関する診療や 研究 

等の情報を一般国民、 患者，医療関係者を 対象に迅速かつ 効率的に発信するための 情報シ 

ステムを構築する。 

  (3) 国立ハンセン 病療養所の充実 40, 794 百万円   

不自由者 棟 における夜間看護体制の 強化など、 入所者に対する 医療の充実を 図る。 

「 こ Ⅰ 五立存趺 法人福 祉 医療機構の融資 ( 社会・援護局一括計上 ) 

0  貸付事業 

貸付契約 額 4, 6 4 3 億円 ( う ち医療貸付 2, 5 1 9 億円 ) 

0  医療貸付に係る 貸付条件の改善 

・ マンモグラフィ ( 乳房断層撮影装置 ) の特例貸付 
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9, 健康フロンティア 戦略の推進 l 1 , 5 1 1 百万 H (l 0, 2 5 3 百万円 

  い ) 働き盛りの健康安心プラン 668 百万円   

0  迅速な救命救急の 確保 ( 再掲 ) 1 6 9 百万円 

非医療従事者に 対する自動体外 式除細動器 (A 三 D) の普及を図り 救命率の向上に 資 

するため、 ( 財 ) 日本救急医療財団に A 巨 D の普及・啓発委員会を 設置し、 普及啓発等 

を図るとともに、 各都道府県に 協議会を設置し、 非 E 療 従事者による A 巨 D を用いた 積 

極 的な救命活動が 行われるよ う 講習の実施や 啓発を図る。 

  (2) 女性のがん緊急対策 179 百万円   

0  健康支援情報の 提供 ( 再掲 ) 1 7 9 百万円 

国立成育医療センタ 一において女性特有のからだ や こころの病気等に 関する診療や 研 

究等の情報を 一般国民、 患者、 医療関係者を 対象に迅速かっ 効率的に発信するための 情 

報 システムを構築する。 

  (3) 健康寿命を伸ばす 科学技術の振興   0, 665 百万円   

① 基盤的技術と 最先端技術の 研究開発 

0  ナノメディシン 開発研究の推進 ( 再掲 ) 1 , 3 4 7 百万円 

ナノテクノロジーを 応用し、 より精密な画像診断技術や 生体適合性の 高い新素材、 よ 

り有効性・安全性の 高い医療機器・ 医薬品の研究開発等を 推進する。 

( 夫 厚生労働科学研究費補助金 ) 

0  ファー マコゲ ノミクス関連研究の 推進 ( 再掲 ) 5 5 0 百万円 

ヒトゲノム研究の 成果を踏まえ、 個人差を踏まえた 医薬品の効果及び 副作用を事双に 

予測するシステムを 開発し、 個人の特性に 応じた最適な 処方を可能とする 研究を推進す 

る。 ( ナ 厚生労働科学研究費補助金 ) 

② 医療現場、 介護現場を支える 技術の開発普及 

0  医療の質や安全の 向上など医療提供体制の 確保に資する 取組の推進 ( 一部 再掲 ) 

1 , 4 3 2 百万円 

医療の安全に 係る基礎情報の 収集と提供に 関する研究や 医療の安全性の 評価方法の開 

発など質が高く 安全性の確保された 医療提供体制の 構築に関する 研究を推進する。 

( 夫 厚生労働科学研究費補助金 ) 
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0  身体機能の解析・ 補助・代替のための 機器開発の推進 ( 再掲 ) 1 , 0 0 8 百万円 

バイオテクノロジ 二 l T 等の先端的要素技術を 効率的に組み 合わせ、 生体機能を立 

体的・総合的に 解析し、 補助・代替する 機能を持つ 、 新しい医療機器の 開発を推進する。 

( 夫 厚生労働科学研究費補助金 ) 
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地   6          の。                   440    意円   

  特別会計事業 480 億円 

" ""  白笘 "" 三位一体改革に 係る政府・与党合意の 概要 ( 厚生労働省所管 分 ) 

政府・与党合意 鵬 、 
  交

囲
ヒ
 

  

国保以外の移譲補助負担金 85CH 億円程度 
[ 施設整備費関係 ] 

社会福祉施設整備費 1. 300 億円 

保健衛生施設整備費 「 00 億円 ( う ち厚生労働省提案 医療・保健衛生 0  保健医療提供体制整備交付金 

医療施設等整備費 「 70 億円 

その他 180 億円 

社会福祉 230 億円 

医療・保健衛生 45Cn 億円 
児童福祉 0  次世代育成支援対策交付金 ( 施設整備 分 ) 300 億円 

0  国民健康保険の 国庫負担の見直し 

高齢者施策 1. 610 億円 
7. 000 億円程度 

障害者施策 aao 億円 
国民健康保険については、 地方への 0  セーフティネ ツド 支援対策事業 ( 統合補助命 ) 

3. 940 億円 児童福祉 
  

高齢者施策 0  介護保険地域支援事業交付金 
  
  障害者施策 0  障害者地域生活支援事業 ( 統合補助金 ) 
    米 生活保護費負担金及び 児童扶養手当の 

補助率の見直しについては、 地方関係者 

( 民間保育所運営費 2. 670 億円 ) 
が 参加する協議機関を 設置して検討を 行   
い、 平成 17 年秋までに結論を 得て、 平成 
18 年度から実施する。 

90 億円程度 
2 概ね 3 兆円規模の税源 移壌 のうち、 その 8 割方について 次のとおりとする。 3 平成 l7 年中に、 以下について 検討を行い、 結論を得る。 番務 教育貴国庫負担金 

(1) 生活保護・児童扶養手当に 関する負担金の 改革 8. 500 億円程度の減額 ( 暫定 ) 
  義務教育費国庫負担金 ( 暫定 ) 8. 500 億円程度 

( うち 17 年度分 ( 暫定 )4. 250 倍 円 ) 
( 平成 17 年度分 ( 暫定 ) 4. 250@ 音 円 ) その他の国庫 備助 負担金筈 

7. 000 億円程度 230 億円程度 

  文教 ( 義務教育費国庫負担金を 除く ) 
9. 340 億円程度 

3. 040% 月程度 
  社会保障 ( 国民健康保険を 除く ) ①生活保護費負担金及び 児童扶養手当の 補助率の見直しに 180 億円程度 

ついては、 地方団体関係者が 参加する 協溝 機関を設置して 6. 460 億円程度 
540 億円程度 

  公営住宅家賃収入補助 28. 390 億円程度 
  総務省、 環境 省 

平成 lB 年度分 


